
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

・これまでの取組
　各地域に設置されている「地域働き方改革会議」に対し、関係府省及び専門家からなる
「地域働き方改革支援チーム」より、情報提供や構成員の派遣をはじめとした支援を実
施。
・来年度の実施予定
　「地域働き方改革支援チーム」による「地域働き方改革会議」への情報提供や構成員
の派遣をはじめ、地域における先駆的・優良な取組の横展開を継続して実施

通し番号  41 

　出生率や出生率に関連の深い各種指標は地域によって大きく異なっており、出生率低
下の要因である「晩婚化・晩産化」や、それらに大きな影響を与えていると考えられる「働
き方」「所得」や「地域・家族の支援力」にも地域差がある。
　このため、国全体での対策に加えて、地方公共団体や労使団体、金融機関などの地域
の関係者からなる「地域働き方改革会議」において、地域の実情に即した「働き方改革」
を推進していく取組を、関係府省庁一体となって推進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

「地域働き方改革会議」における取組の支援

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

②「地域働き方改革会議」における取組の支援
　各地域の地方公共団体や労使団体、金融機関などの地域の関係者からなる「地域働
き方改革会議」において、地域の特性や課題の分析、これに基づく仕事と子育て・介護
等が両立できる環境整備や、ワーク・ライフ・バランスの推進、長時間労働の是正、女性
の活躍促進などの「働き方改革」について、地域特性に応じて、ワーク・ライフ・バランス
等推進企業を評価する公共調達等、様々な取組を進めることを支援する。このため、「地
域働き方改革会議」の求めに応じ、関係府省及び専門家からなる「地域働き方改革支援
チーム」が構成員の派遣、働き方改革の優良事例や働き方改革アドバイザー養成のた
めのカリキュラム等の必要な情報支援を実施し、地域における先駆的・優良な取組の横
展開を継続して支援していく。
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分野
－大
項目

３－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バラ
ンス等の実現

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
内閣官房

まち・ひと・しごと創生本部事務局

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 11,506 千円

29年度予算額： 5,202 千円

28年度歳出予算現額※1： 6,118 千円
28年度決算額： 7,470 千円

使用割合： 122.1 ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

　ワーク・ライフ・バランスに関する好事例が認められた企業等を対象に、その後の取組状
況を把握し、取組の継続や従業員への浸透状況、働き方や生産性の変化等を調査研究す
る。また、その内容について、啓発用ツールとして好事例集を作成する。

通し番号  42 

その他（具体的に）

③経営者・管理職の意識改革の推進
ワーク・ライフ・バランスに関する企業の取組のうち、時間や場所に制約のある社員の

キャリア形成を促進し、職場の働き方の変革につながった先進事例を収集するとともに、事
例集を活用し、ＨＰ等による情報発信や経済団体と連携したセミナー等を開催する。

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

企業等におけるワーク・ライフ・バランスに関する調査研究及び情報提供

　｢仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章｣・「行動指針」において、国の取組とし
て、「労使による自主的な取組を支援していくことが重要であり、国民の理解を促進し、先進
企業の好事例や取組のノウハウ等の情報を提供していくこと」とされている。
  また、平成27年12月に閣議決定された「第４次男女共同参画基本計画」においては、「育
児休業等を取得しても中長期的に処遇の差を取り戻すこと、職務上の経験を積むことが可
能となるような人事配置、教育訓練、昇進基準及び人事評価制度見直しの奨励、職場マネ
ジメントの調査研究及び好事例の提供を行う」とされている。
  こうした必要性を踏まえ、内閣府では、様々な主体における、仕事と生活の調和の取組状
況等について、専門的かつ多角的な観点から分析を行い、啓発用ツールとして好事例集を
作成する。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

３－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バラ
ンス等の実現

74

25

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 4,161 千円

29年度予算額： 3,915 千円

28年度歳出予算現額※1： 4,257 千円
28年度決算額： 704 千円

使用割合： 16.5 ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

③経営者・管理職の意識改革の推進
　　ワーク・ライフ・バランスに関する企業の取組のうち、時間や場所に制約のある社員の
キャリア形成を促進し、職場の働き方の変革につながった先進事例を収集するとともに、事
例集を活用し、ＨＰ等による情報発信や経済団体と連携したセミナー等を開催する。

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

ワーク・ライフ・バランス等を推進するための経営者・管理職向けセミナー

　　｢仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章｣・「行動指針」において、国の取組と
して、「労使による自主的な取組を支援していくことが重要であり、国民の理解を促進し、先
進企業の好事例等の情報の収集・提供・助言、仕事と生活の調和の実現に取り組む企業
への支援を推進すること」とされている。
　また、平成27年12月に閣議決定された「第４次男女共同参画基本計画」においては、
「ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた経営者のコミットメントを促し、経営者のリーダー
シップによる取組を促進すること」とされている。
　こうした必要性を踏まえ、内閣府では、企業経営者・管理職等に対して、ワーク・ライフ・バ
ランスを経営戦略に位置付けて取り組むことについて理解と行動を促進するためのセミ
ナーを開催する。

通し番号  43 

機構定員要求

－

　　仕事と生活の調和に取り組むメリットや具体的方法（好事例）等の普及啓発を図るた
め、経済団体等と連携し、経営者や管理職を対象としたトップセミナー等を開催する。
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分野
－大
項目

３－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バラ
ンス等の実現

74

25

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目
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ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
等
を
推
進
す
る
た
め
の
経
営
者
・
管
理

職
向
け
セ
ミ
ナ
ー

1

仕
事
と
生
活
の
調
和
に

関
す
る
調
査
研
究

（
別
事
業
）

ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

経
済
団
体
等
と
連
携
し
、
経
営
者
や
管
理
職
を
対
象
と
し
た
ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
等
を
開
催

■
第
４
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
（
抄
）

第
３
分
野

雇
用
等
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進
と
仕
事
と
生
活
の
調
和

イ
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
に
対
応
し
た
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
実
現

・
女
性
の
活
躍
の
必
要
性
に
関
す
る
経
営
者
や
管
理
職
の
意
識
改
革
、
女
性
化

の
活
躍
や
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
に
向
け
た
経
営
者
の

コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
促
し
、
経
営
者
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
取
組
を

促
進
す
る
。

■
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
憲
章
（
抄
）

・
関
係
者
が
果
た
す
役
割

仕
事
と
生
活
の
調
和
の
実
現
の
た
め
に
は
、
ま
ず
労
使
を
始
め
国
民
が
積
極
的
に
取
り

組
む
こ
と
は
も
と
よ
り
国
や
地
方
公
共
団
体
が
支
援
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

■
仕
事
と
生
活
の
調
和
推
進
の
た
め
の
行
動
指
針
（
抄
）

・
国
の
取
組

先
進
企
業
の
好
事
例
等
の
情
報
の
収
集
・
提
供
・
助
言
、
業
務
効
率
化
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の

提
供
、
中
小
企
業
等
が
行
う
労
働
時
間
等
設
定
改
善
の
支
援
等
、
仕
事
と
生
活
の
調
和

の
実
現
に
取
り
組
む
企
業
へ
の
支
援
を
推
進
す
る
。

経
営
者
や
管
理
職
等
の
意
識
啓
発
に
よ
る
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
必
要
性
・
意
義
の
理
解
促
進

目
的

事
業
概
要

経
済
団
体
等

内
閣
府

連
携

企
業
の
先
進
的
な
取
組
事
例

か
ら
制
度
の
特
性
や
手
法
を

分
析
（
有
識
者
に
よ
る
企
画

委
員
会
を
実
施
）

⇒
啓
発
ツ
ー
ル

（
好
事
例
集
）
を
作
成

事
例
集

活
用

・
仕
事
と
生
活
の
調
和
に
取
り
組
む
メ
リ
ッ
ト
や
具
体

的
方
法
（
好
事
例
）
等
の
普
及
啓
発
を
図
る

・
20

13
年
か
ら
継
続
し
て
開
催

・
セ
ミ
ナ
ー
以
外
に
も
、
啓
発
ツ
ー
ル
（
好
事
例
集
）

を
活
用
し
た
情
報
提
供
を
随
時
実
施
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 115,362 千円 の内数

29年度予算額： 67,063 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 50,282 千円 の内数
28年度決算額： 41,666 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

・　ワークライフバランス推進強化月間に係るポスターを作成し、各府省等に配布する。
・　各府省等から推薦があった職場を対象として、有識者からなる選考委員会が評価して
表彰候補を選定、国家公務員制度担当大臣及び内閣人事局長により表彰を行う。

通し番号  44 

その他（具体的に）

④公務員の働き方改革とワーク・ライフ・バランスの推進
　国家公務員について、男女のワーク・ライフ・バランス等を進める管理職に対する適切
な人事評価の徹底を始めとするマネジメント改革、国会関係業務の効率化、徹底した超
過勤務の縮減や休暇の取得促進、平成28年度から原則として全ての職員を対象に拡充
されたフレックスタイム制の円滑な運用などの働き方改革により、女性活躍に資する取組
を進める。また、フレックスタイム制の利用状況等を踏まえて、柔軟で多様な勤務が可能
な環境整備に資する取組を行う。
　さらに、政策の質や行政サービスの向上につながるよう、「ワークライフバランス推進強
化月間」や「ゆう活」も含め、ワーク・ライフ・バランスの推進に関する取組を強化する。
　（後略）

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

男女双方の働き方改革に関する取組

　ワークライフバランスの推進及び働き方改革は、育児・介護等時間制約のある職員の
みならず、全ての職員が健康で生き生きと働き、成長し、その能力を最大限発揮すること
により、政策の質や行政サービスを向上させるために不可欠である。
　このため、ワークライフバランス推進強化月間を通じて、各府省等は、創意工夫の上、
「ゆう活」など働き方改革に具体的に取り組むことで、超過勤務を縮減し、職員・職場の意
識変化を進める。
　また、業務の効率化や職場環境の改善に向けた創意工夫を活かした取組を行った国
家公務員の職場のうち、特に優秀なものを表彰することで、国家公務員の働き方改革に
よるワークライフバランスの推進を図る。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

２、１６３、１７５

３２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣官房

内閣人事局
担当府省・担当課
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女
性
職
員
の

活
躍
・

ワ
ー

ク
ラ
イ
フ
バ

ラ
ン
ス
推
進

の
た
め

の
３
つ
の

改
革
と
９
つ
の

取
組

「
国

家
公

務
員

の
女
性

活
躍

と
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ

ラ
ン
ス
推

進
の

た
め
の
取

組
指
針

」
（
平

成
2
6
年

1
0
月

1
7
日

策
定
。
平
成

2
8
年
１
月

2
8
日
一
部
改
正
）

○
意

識
の

改
革

・
大

臣
、

事
務

次
官

等
か

ら
明

確
な

メ
ッ

セ
ー

ジ
を

継
続

的
に

発
出

。
・

Ｗ
Ｌ

Ｂ
推

進
強

化
月

間
（

７
・

８
月

）
を

設
定

。
・

Ｗ
Ｌ

Ｂ
実

現
の

取
組

を
人

事
評

価
に

反
映

。

○
職

場
に

お
け

る
仕

事
改

革
・

職
場

レ
ベ

ル
で

超
過

勤
務

や
業

務
処

理
状

況
の

現
状

把
握

を
行

っ
た

上
で

改
革

を
進

め
、

Ｗ
Ｌ

Ｂ
の

取
組

が
優

良
な

職
場

を
表

彰
。

・
法

令
、

国
会

及
び

予
算

等
業

務
の

効
率

化
と

各
省

協
議

ル
ー

ル
の

厳
格

化
を

徹
底

。

○
働

く
時

間
と

場
所

の
柔

軟
化

・
テ

レ
ワ

ー
ク

を
本

格
的

に
活

用
。

・
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

の
拡

充
。

○
女

性
の

採
用

の
拡

大

・
国

家
公

務
員

採
用

試
験

に
関

し
、

女
性

の
合

格
者

の
増

加
に

向
け

た
広

報
活

動
の

強
化

の
見

直
し

。
・

女
性

の
中

途
採

用
と

中
途

退
職

し
た

女
性

の
採

用
の

推
進

。

○
女

性
の

登
用

目
標

達
成

に
向

け
た

計
画

的
育

成

・
府

省
ご

と
に

女
性

の
登

用
目

標
を

立
て

、
達

成
に

向
け

て
計

画
的

に
育

成
。

・
従

来
の

慣
行

に
と

ら
わ

れ
ず

、
女

性
が

活
躍

す
る

職
域

を
拡

大
。

・
出

産
・

育
児

等
を

考
慮

し
て

重
要

な
ポ

ス
ト

の
経

験
時

期
を

前
後

さ
せ

る
な

ど
、

人
事

管
理

を
柔

軟
化

す
る

と
と

も
に

、
転

勤
の

可
否

等
が

登
用

の
支

障
と

な
ら

な
い

よ
う

配
慮

。
・

従
来

の
意

識
や

慣
行

か
ら

脱
却

す
る

よ
う

管
理

職
員

の
意

識
を

改
革

。

○
女

性
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

、
意

欲
の

向
上

・
若

手
女

性
職

員
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

研
修

を
実

施
・

中
堅

女
性

職
員

の
支

援
に

よ
る

意
欲

、
ス

キ
ル

等
の

向
上

。
・

ロ
ー

ル
モ

デ
ル

と
な

る
人

材
の

育
成

・
メ

ン
タ

ー
制

度
の

導
入

や
人

的
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

を
促

進
。

○
男

性
の

家
庭

生
活

へ
の

関
わ

り
を

促
進

・
管

理
職

員
等

の
意

識
の

啓
発

と
両

立
支

援
制

度
の

利
用

希
望

の
把

握
。

・
育

児
休

業
取

得
目

標
(1

3
％

)に
加

え
、

配
偶

者
出

産
休

暇
・

育
児

参
加

休
暇

の
対

象
と

な
る

男
性

職
員

の
全

員
取

得
を

目
指

す
。

○
子

育
て

し
な

が
ら

活
躍

で
き

る
職

場
へ

・
育

休
取

得
が

昇
任

・
昇

格
に

影
響

し
な

い
よ

う
に

す
る

。
・

育
休

中
職

員
向

け
セ

ミ
ナ

ー
を

新
設

。
・

育
休

中
職

員
に

対
し

管
理

職
員

等
か

ら
定

期
的

に
連

絡
を

取
る

。
・

産
休

・
育

休
等

の
代

替
職

員
を

配
置

し
や

す
い

環
境

を
整

備
。

○
保

育
の

確
保

・
庁

内
保

育
施

設
の

情
報

を
各

府
省

職
員

に
提

供
。

・
転

勤
先

の
保

育
所

の
確

保
の

た
め

に
、

早
期

内
示

を
行

う
等

の
配

慮
。

女
性

職
員

の
活

躍
は

、
「

女
性

が
輝

く
社

会
」

、
「

男
女

共
同

参
画

社
会

」
を

実
現

し
、

人
材

の
多

様
性

を
活

か
し

て
政

策
の

質
や

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
向

上
さ

せ
る

と
い

う
総

合
的

な
視

点
か

ら
推

進
す

る
。

こ
の

た
め

、
男

女
全

て
の

職
員

の
「

働
き

方
改

革
」

に
よ

る
ワ

ー
ク

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
（

Ｗ
Ｌ

Ｂ
）

の
実

現
が

不
可

欠
。

各
府

省
の

大
臣

、
事

務
次

官
等

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
下

、
以

下
の

「
３

つ
の

改
革

と
９

つ
の

取
組

」
を

強
力

に
進

め
る

。

女
性
の
活

躍
推
進
の
た
め
の
改
革

育
児
・
介
護
等
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
た
め
の
改
革

働
き
方
改
革
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※ － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  45 

その他（具体的に）

④公務員の働き方改革とワーク・ライフ・バランスの推進
　国家公務員について、男女のワーク・ライフ・バランス等を進める管理職に対する適
切な人事評価の徹底を始めとするマネジメント改革、国会関係業務の効率化、徹底し
た超過勤務の縮減や休暇の取得促進、平成28年度から原則として全ての職員を対象
に拡充されたフレックスタイム制の円滑な運用などの働き方改革により、女性活躍に
資する取組を進める。また、フレックスタイム制の利用状況等を踏まえて、柔軟で多様
な勤務が可能な環境整備に資する取組を行う。
　さらに、政策の質や行政サービスの向上につながるよう、「ワークライフバランス推進
強化月間」や「ゆう活」も含め、ワーク・ライフ・バランスの推進に関する取組を強化す
る。

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

国家公務員のフレックスタイム制の活用促進

　フレックスタイム制を活用し、職員が自らの事情に応じて柔軟で効率的な働き方をす
ることによって、ワーク・ライフ・バランスの推進を図る。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　　フレックスタイム制については、平成28年４月に原則として全ての職員に対象が拡
充されてから約１年が経過したところ。育児や介護を行う職員を始めとして、職員がフ
レックスタイム制を活用し、自らの事情に応じて柔軟で効率的な働き方をすることは、
ワーク・ライフ・バランスの推進にも資するものであり、引き続き制度の周知を図り、一
層の活用を促進していくことが必要。平成29年８月の人事院勧告時に、その旨報告し
たところであり、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、引き続き取組を進める。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係
る平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

人事院

職員福祉局職員福祉課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

２

３２

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 12,682 千円 の内数

29年度予算額： 15,549 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  46 

　地方公共団体が女性活躍推進法及び第四次男女共同参画基本計画に基づき、女性
地方公務員の活躍推進のための目標を達成するためには、①人事管理面での変革
（女性が出産・子育てを行いつつ管理職として活躍できる新しい人事管理体系の構築）
と②男性職員を含めた柔軟な働き方改革（男性職員の育児休業取得の拡大・ゆう活・フ
レックスタイム・テレワークの活用等）を車の両輪とした取組が求められている。
　そのため、先進事例の紹介を行うほか、地方公共団体との間で共通の課題や取組方
策について議論・検討し、情報共有を図るなど、戦略的な広報・情報発信を通じて、各
団体の実情に即した主体的かつ積極的な取組を支援する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

女性地方公務員の活躍・働き方改革推進に向けた戦略的広報・情報発信

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．女性活躍に資する働き方改革の推進

（５）ワーク・ライフ・バランスの推進

④公務員の働き方改革とワーク・ライフ・バランスの推進
　国家公務員について、男女のワーク・ライフ・バランス等を進める管理職に対する適切
な人事評価の徹底を始めとするマネジメント改革、国会関係業務の効率化、徹底した
超過勤務の縮減や休暇の取得促進、平成28年度から原則として全ての職員を対象に
拡充されたフレックスタイム制の円滑な運用などの働き方改革により、女性活躍に資す
る取組を進める。また、フレックスタイム制の利用状況等を踏まえて、柔軟で多様な勤
務が可能な環境整備に資する取組を行う。
　さらに、政策の質や行政サービスの向上につながるよう、ワーク・ライフ・バランス推進
強化月間・「ゆう活」も含め、ワーク・ライフ・バランスの推進に関する取組を強化する。
　地方公務員については、ワーク・ライフ・バランス推進に係る先進的事例の積極的な
収集・提供のほか、各地方公共団体が抱える課題の解決に資する意見交換の場の設
置等を通じ、各団体の取組を支援する。また、地方公共団体における「ゆう活」の取組
の充実を図る。

　地方公共団体における職員のワークライフバランス推進に向け、働き方改革に関する
先進的な取組事例の紹介を行う。
　また、女性活躍・働き方改革に取り組む地方公共団体の職員が、各団体に共通する
課題や取組状況について意見交換等を行う協議会で解決策を検討するとともに、女性
職員活躍等の推進方策に関する調査研究を行い、各地方公共団体の参考に資する具
体的・実践的な取組手法を「実践マニュアル」として取りまとめる。
　地方公共団体の「ゆう活」の取組については、「ゆう活の趣旨に即した取組」を含め地
域の実情に即した積極的な取組を行っていただくよう働きかけを行う。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

１６４、１７６

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基
づく平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

行政分野

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
総務省

自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 2

小項目 (1)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  47 

ニーズを踏まえた育児休業制度の在り方についての総合的な見直しの検討

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．男性の暮らし方・意識の変革

(1)男性の家事・育児等への参加促進

①男性の育児休業の取得状況の「見える化」の推進
基本計画における政府全体の目標（13％）の達成に向けて、女性活躍推進法に基づく

「女性の活躍推進企業データベース」での公表に加え、男性の育児休業の取得状況の
「見える化」を推進し、男性の働き方の見直しを図る観点から、次世代育成支援対策推進
法の一般事業主行動計画の記載事項の見直しを行う。
   また、育児休業の取得時期・期間や取得しづらい職場の雰囲気の改善など、ニーズを
踏まえた育児休業制度の在り方について、総合的な見直しの検討に直ちに着手し、実行
していく。

　「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）において、「育児
休業の取得時期・期間や取得しづらい職場の雰囲気の改善など、ニーズを踏まえた育児
休業制度の在り方について、総合的な見直しの検討に直ちに着手し、実行していく。」、
「次世代育成支援対策推進法に基づく子育てしやすい企業の認定制度（くるみん認定）に
ついて、男性の育児休業取得に関する認定基準を直ちに引き上げる。また、平成29年度
に同法（一般事業主行動計画）により個別企業における男性の育休取得状況を見える化
することを検討し、同法の改正後５年に当たる32年度までに、更なる男性育休取得促進方
策を検討する。」とされたことから、これらについて実施していく。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

　次世代育成支援対策推進法に基づく認定基準の見直しを行い、平成29年4月1日から施
行した。
　また、男性の育児休業の取得状況の「見える化」を図る観点から、次世代育成支援対策
推進法の一般事業主行動計画の記載事項の見直し等も含めた男性の育児休業を含む両
立支援策について、「仕事と育児の両立支援に係る総合的研究会」を開催し、ニーズを踏
まえた両立支援制度の在り方について検討を行っている。
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分野
－大
項目

１－２

分野
－大
項目

担当府省・担当課
厚生労働省 

雇用環境・均等局 職業生活両立課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

家事・育児・介護等に男性が参画可能となるための環
境整備

その他関係する分野・大項目等

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。
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・
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の
育
児
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等
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得
率
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７
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上
で
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こ
と
。
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※
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例
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定
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い
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代
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の
く
る
み
ん
認
定
又
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プ
ラ
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ナ
く
る
み
ん
を
受
け
た
事
業
主
が

対
象
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（
※

）
（
※

）
平
成

23
年
度
に
税
制
措
置
が
開
始
さ
れ
て
か
ら
最
初
の
く
る
み
ん
認
定
又
は

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
に
限
る
。

・
各

都
道

府
県

労
働
局
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出

・
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画
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表

・
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か
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付
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・
目

標
達

成
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て
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実
施
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次

期
行
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画
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・
認

定
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申
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画
終
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・

目
標
達

成

・
一
定
の
基
準
を
満
た
す

企
業
を
認
定

・
企
業
は
商
品
等
に
認
定

マ
ー
ク
を
使
用
可

厚
生

労
働

大
臣

に
よ
る
認

定

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
企
業
の
行
動
計
画
策
定
・
実
施

行
動

計
画
の

策
定

・
10

1人
以
上
企
業 →
義
務

・
10

0人
以
下
企
業

→
努
力
義
務

（
平

成
23

年
４
月
か
ら
義
務
の

対
象

を
拡

大
(従

前
は

30
1人

以
上

企
業

）
）

行
動

計
画

（
一

般
事
業
主
行
動
計
画
）

【行
動
計
画
と
は
】

企
業
が
、
次
世
代
法
に
基
づ
き
、
従
業
員
の
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
を
図
る
た
め

に
策
定
す
る
計
画

【計
画
に
定
め
る
事
項
】

①
計
画
期
間
（各

企
業
の
実
情
を
踏
ま
え
お
お
む
ね
２
年
間
か
ら
５
年
間
の
範
囲
）

②
達
成
し
よ
う
と
す
る
目
標

③
目
標
達
成
の
た
め
の
対
策
お
よ
び
そ
の
実
施
時
期

【計
画
の
内
容
に
関
す
る
事
項
】

１
雇
用
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
項

（１
）主

に
育
児
を
し
て
い
る
従
業
員
を
対
象
と
す
る
取
組

（２
）育

児
を
し
て
い
な
い
従
業
員
も
含
め
て
対
象
と
す
る
取
組

２
そ
の
他
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策

対
象
を
自
社
の
従
業
員
に
限
定
し
な
い
、
雇
用
環
境
整
備
以
外
の
取
組

=計
画
例
=

（
例
１
）

計
画
期
間
内
に
育
児
休
業
の
取
得
状
況
を
次
の
水
準
に
す
る
。

男
性
：
年
に
○
人
以
上
取
得
、
女
性
：
取
得
率
○
％
以
上

＜
対
策
＞

平
成
○
年
○
月

管
理
職
を
対
象
と
し
た
研
修
の
実
施

平
成
○
年
○
月

育
児
休
業
中
の
社
員
で
希
望
す
る
者
を
対
象
と
す
る
職

場
復
帰
の
た
め
の
講
習
会
を
年
に
○
回
実
施

（
例
２
）

ノ
ー
残
業
デ
ー
を
月
に
１
日
設
定
す
る
。

＜
対
策
＞

平
成
○
年
○
月

部
署
ご
と
に
検
討
グ
ル
ー
プ
を
設
置

平
成
○
年
○
月

社
内
報
な
ど
で
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
う

（
平
成
３
７
年

３
月

末
ま
で
の

時
限
立

法
（
※

平
成

１
７
年

４
月

か
ら
平

成
２
７
年

３
月

ま
で
の
１
０
年
間
の
時
限
立
法
を
、
１
０
年
間
延
長

）
）

○
届
出
状
況
（
平
成

29
年

6月
末
時
点
）

１
０
１
人

以
上

企
業

の
97

.7
%

３
０
１
人

以
上

企
業

の
98

.1
%

１
０
１
～

３
０
０
人

企
業
の

97
.5

%
規
模
計
届
出
企
業
数

71
,0

94
社

○
認
定
状
況
（
平
成

29
年

6月
末
時
点
）

・
く
る
み
ん
認
定
企
業

2,
74

9社
・
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
企
業 13

8社
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「
働
き
方
改
革
実
行

計
画

」
（
平
成

29
年

3月
28

日
働
き
方
改
革

実
現
会

議
決
定
）
に
お
い
て
、
「
女

性
の

就
業

が
進

む
中

で
、

依
然
と
し
て
育
児
・
介

護
の

負
担

が
女

性
に
偏
っ
て
い
る
現

状
や
男

性
が
希

望
し
て
も
実

際
に
は

育
児

休
業

の
取

得
等

が
進

ま
な
い
実

態
を
踏
ま
え
、
男

性
の

育
児

参
加

を
徹
底

的
に
促
進
す
る
た
め
あ
ら
ゆ
る
政
策

を
動

員
す
る
。
こ
の

た
め
、
育

児
休

業
の

取
得
時
期
、
期
間

や
取

得
し
づ
ら
い
職

場
の
雰

囲
気
の

改
善

な
ど
、
ニ
ー
ズ
を
踏

ま
え
た
育

児
休

業
制

度
の

在
り
方

に
つ
い
て
、

総
合
的
な
見
直
し
の

検
討

に
着

手
し
、
実

行
し
て
い
く
。
」
と
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
育
児

休
業

制
度

の
在

り
方

を
は

じ
め
、
ニ
ー

ズ
を
踏

ま
え
た
両
立
支

援
策

に
つ
い
て
総
合
的

な
見

直
し
の
た
め
の
検
討

を
行

う
。

武
石

恵
美
子

（
法

政
大

学
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
学
部

教
授
）

【
座
長
】

駒
崎

弘
樹

（
認

定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
フ
ロ
ー
レ
ン
ス

代
表
理
事
）

【
座
長
代
理
】

池
添

弘
邦

（
独
立

行
政

法
人

労
働

政
策
研
究
・
研
修
機
構

主
任
研
究
員
）

池
田

心
豪

（
独
立

行
政

法
人

労
働

政
策
研
究
・
研
修
機
構

主
任
研
究
員
）

佐
藤

博
樹

（
中
央

大
学

大
学

院
戦

略
経
営
研
究
科

教
授
）

座
間

美
都
子

（
花

王
株

式
会

社
Ｄ
＆
Ｉ推

進
部

部
長
）

趣
旨

・
経

緯

構
成

メ
ン
バ

ー

第
１
回

平
成

2
9
年

6
月

1
日

（
木

）
1
0
:0

0
～

1
2
:0

0
第
２
回

平
成

2
9
年

6
月

2
7
日

（
火

）
1
0
:0

0
～

1
2
:0

0
第
３
回

平
成

2
9
年

7
月

1
3
日

（
木

）
1
0
:0

0
～

1
2
:0

0
（
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
た
め
非
公

開
）

第
４
回

平
成

2
9
年

8
月

9
日

（
水

）
1
5
:0

0
～

1
7
:0

0
第
５
回

平
成

2
9
年

9
月

8
日

（
金

）
1
0
:0

0
～

1
2
:0

0

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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内閣人事局ー様式ー４(３の再掲).xlsx

「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 2

小項目 (1)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 115,362 千円 の内数

29年度予算額： 67,063 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 50,282 千円 の内数
28年度決算額： 41,666 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②公務員の男性職員の育児への主体的な参画の推進
　国家公務員の男性職員の家庭生活（家事、育児及び介護等）への関わりを推進するた
め、大臣や事務次官、官房長等がメッセージを発出する等により、職場の雰囲気の醸成、
管理職員に対する意識啓発、職員への仕事と家庭の両立支援制度の周知等を行う。特
に、男性職員の育児休業の取得については、基本計画における政府全体の目標（13％）
の達成に向けて引き続き男性職員や管理職員等の意識啓発を図るとともに、「男の産休」
（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）についても、全ての男性職員が両休暇合
計５日以上取得することを目指し、強力に取得促進を図る。
　（後略）

（１）男性の家事・育児等への参画促進

２．男性の暮らし方・意識の変革

男性職員の育児休業等の取得促進

　男性職員への家庭生活（家事、育児、介護等）への参画促進は、女性職員の活躍促進
のためにも不可欠であり、男性職員のワークライフバランス推進の観点からも重要であ
る。しかし、男性の仕事と育児や介護との両立について、管理職員の十分な理解がない
ケースも見られるため、一層の理解促進を図る必要がある。特に、男性職員の育児休業
と「男の産休」については、政府全体の目標の達成に向け、強力に取得促進を図る必要
がある。

通し番号  48 

機構定員要求

－

・　男性職員の育児休業等取得促進に係るハンドブックやポスターを作成し、各府省等に
配布する。
・　育児をしながら働く職員のワークライフバランスの推進及び男性職員の家庭生活への
関わりの推進に資するよう、各府省等の共働き世帯で未就学児を持つ職員を対象とした
セミナーを実施する。
・　各府省等の管理職員を対象とした女性活躍・ワークライフバランス推進に係るセミナー
に、男性職員の育休等の取得促進に関する内容を盛り込む。
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内閣人事局ー様式ー４(３の再掲).xlsx

分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

２

３２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣官房

内閣人事局
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

162



男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
に
つ
い
て

１
男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
の
取
得
状
況

（
１
）
男
性
職
員
の
育
児
休
業

○
男
性
職
員
の
育
児
休
業
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
第
４
次
男
女
共

同
参
画
基
本
計
画
に
定
め
る
政
府
全
体
の
目
標
（
平
成

32
年

13
％
）
を
踏
ま
え
、
各
府
省
等
に
お
い
て
目
標
を
設
定

○
直
近
の
取
得
状
況
（
平
成

27
年
度
）
は
、

5.
5％

（
70

0人
）

（
注
）
一
般
職
（
行
政
執
行
法
人
職
員
を
除
く
。
）
及
び
防
衛
省
の
特
別
職
の
数
値

２
国
家
公
務
員
の
男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
取
得
の
啓
発

国
家
公
務
員
の
男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
の
取
得
率
向
上
の
た

め
、
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
や
ポ
ス
タ
ー
の
作
成
及
び
配
布
を
行
う
と

と
も
に
、
管
理
職
員
や
男
性
職
員
へ
の
呼
び
掛
け
を
行
う
こ
と

等
に
よ
り
、
職
員
に
対
す
る
制
度
の
周
知
、
意
識
啓
発
等
を
実

施
○
男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
取
得
促
進
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク

「
イ
ク
メ
ン
パ
ス
ポ
ー
ト
」 ○

男
性
職
員
の
育
児
休
業
等
取
得
啓
発

ポ
ス
タ
ー

（
２
）
「
男
の
産
休
」

○
「
男
の
産
休
」
（
配
偶
者
出
産
休
暇

(２
日

)及
び
育
児
参
加
の
た
め
の
休
暇

(５
日

)。
と
も
に
有
給
）
に
つ
い
て
は
、
「
国
家
公
務
員
の
女
性
活
躍
と
ワ
ー
ク

ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
推
進
の
た
め
の
取
組
指
針
」
で
、
全
て
の
男
性

職
員
が
合
計
５
日
以
上
取
得
す
る
目
標
を
設
定

※
「
男
の
産
休
」
に
つ
い
て
は
、
平
成

28
年

12
月
の

W
AW

!（
国
際
女
性
会

議
）
及
び
平
成

29
年
５
月
の
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
ミ
ッ
ト
・
オ
ブ
・
ウ
ィ
メ
ン

20
17
に
お
い
て
、
安
倍
総
理
が
国
家
公
務
員
の
男
性
は
全
員
５
日
以
上
取
得

す
る
よ
う
御
発
言

○
直
近
の
取
得
状
況
（
平
成

27
年
度
）
は
、

30
.8
％
（

3,
95

1人
)

※
両
休
暇
合
計
５
日
以
上
取
得
し
た
職
員
の
割
合

男
性
職
員

新
規
取
得
者
数

（
Ａ
）

当
該
年
度
中
に
新

た
に
育
児
休
業
が

取
得
可
能
と
な
っ

た
職
員
数
（
Ｂ
）

取
得
率
（
％
）

Ａ
／
Ｂ

平
成

27
年
度

70
0

12
,8

17
5.

5
平
成

26
年
度

42
3

13
,7

76
3.

1

そ
の
他
、
内
閣
人
事
局
が
実
施
す
る
セ
ミ
ナ
ー
に
お
い
て
、

「
男
の
産
休
」
や
男
性
職
員
の
家
庭
生
活
へ
の
関
わ
り
の
推
進

に
関
す
る
内
容
を
盛
り
込
む
こ
と
に
よ
り
、
意
識
啓
発
を
実
施

○
女
性
活
躍
・
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
推
進
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
セ
ミ
ナ
ー
（
管
理
職
員
対
象
）

○
仕
事
と
育
児
の
両
立
セ
ミ
ナ
ー
（
共
働
き
世
帯
で
未
就
学

児
の
子
を
持
つ
職
員
対
象
）
※
い
ず
れ
も
平
成

29
年
度
の
例
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 2

小項目 (1)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  49 

その他（具体的に）

②公務員の男性職員の育児への主体的な参画の推進
　国家公務員の男性職員の家庭生活（家事、育児及び介護等）への関わりを推進する
ため、大臣や事務次官、官房長等がメッセージを発出する等により、職場の雰囲気の醸
成、管理職員に対する意識啓発、職員への仕事と家庭の両立支援制度の周知等を行
う。特に、男性職員の育児休業の取得については、基本計画における政府全体の目標
（13％）の達成に向けて引き続き男性職員や管理職員等の意識啓発を図るとともに、
「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）についても、全ての男性職
員が両休暇合計５日以上取得することを目指し、強力に取得促進を図る。
　また、男性職員が利用できる両立支援制度の周知・啓発を徹底するとともに、育児を
行う職員のキャリアパスの充実や育児に関するハラスメントの防止についてどのような
意識を持つべきかを考える機会の提供を幅広く行う。

（１）男性の家事・育児等への参画促進

２．男性の暮らし方・意識の変革

男性職員の育児への主体的な参画の推進

　育児休業等の利用が女性職員に偏ることのないよう、男性職員の両立支援制度の活
用を促す必要。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

例年開催している各府省担当者会議等において周知等を行う。

　男性職員が利用できる両立支援制度の周知・啓発を徹底するとともに、育児を行う職
員のキャリアパスの充実や育児に関するハラスメントの防止についてどのような意識を
持つべきかを考える機会の提供を幅広く行う。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

人事院

職員福祉局職員福祉課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

―

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

―

―

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 2

小項目 (1)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 12,682 千円 の内数

29年度予算額： 15,549 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

　地方公共団体における女性職員活躍及び働き方改革（以下「女性職員活躍等」とい
う。）に関する先進的な取組事例の一つとして、男性職員の育児休業取得促進に向け
た取組を紹介するほか、イクメン職員及びイクボス職員の紹介を行う。
　また、女性職員活躍等に取り組む地方公共団体の職員が、各団体に共通する課題
や取組状況について意見交換等を行う協議会で解決策を検討するとともに、女性職員
活躍等の推進方策に関する調査研究を行い、各地方公共団体の参考に資する具体
的・実践的な取組手法を「実践マニュアル」として取りまとめる。

　地方公共団体が女性活躍推進法及び第四次男女共同参画基本計画に基づき、女性
地方公務員の活躍推進のための目標を達成するためには、①人事管理面での変革
（女性が出産・子育てを行いつつ管理職として活躍できる新しい人事管理体系の構築）
と②男性職員を含めた柔軟な働き方改革（男性が育児等の家庭責任を果たすことがで
きるような働き方の改革）を車の両輪とした取組が求められている。
　そのため、先進事例の紹介を行うほか、地方公共団体との間で共通の課題や取組方
策について議論・検討し、情報共有を図るなど、戦略的な広報・情報発信を通じて、各
団体の実情に即した主体的かつ積極的な取組を支援する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

通し番号  50 

女性地方公務員の活躍・働き方改革推進に向けた戦略的広報・情報発信

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．男性の暮らし方・意識の変革

（１）男性の家事・育児等への参画促進

②公務員の男性職員の育児への主体的な参画の推進
　国家公務員の男性職員の家庭生活（家事、育児及び介護等）への関わりを推進する
ため、大臣や事務次官、官房長等がメッセージを発出する等により、職場の雰囲気の
醸成、管理職員に対する意識啓発、職員への仕事と家庭の両立支援制度の周知等を
行う。特に、男性職員の育児休業の取得については、基本計画における政府全体の目
標（13％）の達成に向けて引き続き男性職員や管理職員等の意識啓発を図るととも
に、「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇）についても、全ての男
性職員が両休暇合計５日以上取得することを目指し、強力に取得促進を図る。
　また、男性職員が利用できる両立支援制度の周知・啓発を徹底するとともに、育児を
行う職員のキャリアパスの充実や育児に関するハラスメントの防止についてどのような
意識を持つべきかを考える機会の提供を幅広く行う。
　地方公務員については、高水準の男性の育児休業取得率を達成している地方公共
団体の取組事例等の収集・提供のほか、各種ハラスメントの防止を含め、各地方公共
団体が抱える課題の解決に資する意見交換の場の設置等を通じ、各団体の取組を支
援する。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

行政分野

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
総務省

自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－
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